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空港間の津波対策の優先順位付け 
 

 

空港研究部 空港新技術研究官 中島 由貴 

（キーワード） 津波、代替空港、優先順位、定性的評価 

 

１．東日本大震災における代替空港 

東日本大震災の初期段階（概ね72時間）において、

孤立者数2万人以上（箇所数75以上）が生じているな

か、回転翼機による空中吊上げ・屋上離発着による

救助が行われた。宮城県では、仙台空港が被災した

が、関係者の懸命の努力により4日で応急復旧を果た

した。その間、近傍の陸上自衛隊霞目駐屯地が代替

空港として回転翼機の活動を支えた。また、隣県の

公共飛行場でも、回転翼機は勿論、固定翼機による

DMAT(緊急災害医療チーム)の広域医療搬送などが実

施された。同震災では、初期段階の代替空港による

捜索救助等の航空活動の実態が明らかになった。 

  

２．空港間の優先順位付けの試行 

航空分野では事故対策でリスクの定性的評価の事

例が豊富であり、空港間の津波対策の優先順位の検

討方法に簡易的な定性的評価を用いることとする。

その際、津波災害の初期段階の捜索・救助・救命活

動の確保に焦点を絞り、被災要因である津波高さが

極めて深刻かつ想定が困難であることから、代替空

港の確保の可否を踏まえて検討した。 

リスクは発生頻度と結果重大性の組み合わせであ

り、その対処として、予防（嵩上）、回避（代替）、

転嫁（保険）などが挙げられる。 

発生頻度については、航空局「空港の津波対策検

討委員会報告（2011）」より、南海トラフ地震から

の切迫性の大小と、空港の地盤高さの想定津波高さ

からの余裕高さからランク付けを行った。また、結

果重大性については、捜索救助に不可欠の回転翼機

の運用確保を第一に、広域医療搬送に必要な固定翼

機の運用確保を第二にとするなど、これら役割を担

える代替空港の近傍の有無を踏まえランク付けを行

うこととした（図１）。 

 

図１ 発生頻度と結果重大性のランク付け 

 

３．試行結果 

これらを踏まえ、既存の空港に対し定性的評価を

試行すると、図２のとおり概ね三つの空港群に分類

整理され、右上から左下に向け、順位が付与される。 

    

図２ 定性評価の試行例 

 

「南海トラフ前面低地空港」は、切迫性が大きく

て地盤高の余裕がなく、かつ代替空港が近傍にない

空港であり、最近ではヘリ搭載自衛艦を代替空港と

する訓練などが行われている。「DMAT拠点空港」は、

DMATの参集と医療搬送受入が予定されており、沿岸

部の空港も一部予定されている。「遠隔離島空港」

は発生頻度が高くないが、陸路がなく、一旦被災す

ると深刻な被害が想定され、本島・周辺島との協力

が不可欠である。今後、広域幹線交通の代替、定量

的評価の導入など、研究を深めることとしている。 
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１．はじめに 

津波による被害は、家屋の倒壊・破損といった資

産被害だけでなく、生活用品の不足、ライフライン

の停止、コミュニティ機能の壊滅等により、被災者

が不便な生活を長期間強いられる等の生活被害も生

じている。そこで本調査では、津波被災地において

被災者の世帯を訪問し、直接対話により、被災者の

生活被害の実態を把握した。 

 

２．調査方法  

 実態調査は2012年2月～6月に、7市（岩手県：釜石

市・宮古市、宮城県：石巻市、塩竃市、多賀城市、

岩沼市、福島県：相馬市）の延べ223名の被災者にご

協力頂いた。被災者宅を訪問し、1時間程度の対話形

式により被災後の生活状況について聞かせて頂いた。 

 

３．生活被害の実態 

被災者が長期間にわたり不便な生活を強いられて

いる以下のような実態が把握できた。 

・地域の小売店のほとんどが被災し、食糧や日用品

の入手が困難になった。 

・車が被災し、新たな車を入手できるまで自転車を

使用しているが、避難所と自宅の間の往復や必要

品の調達等に長距離の移動を強いられている。 

・土地利用計画が決まらず、地域が元通りになる目

処が立たないため、自宅の復旧に踏み切れず避難

所生活が長引いている。 

また、不便な生活の長期化による被災者の体調悪

化や精神的被害について、以下のような事例があっ

た。 

・避難の長期化による疲労から体調を崩し自宅で療 

写真－１ 津波により壊滅した地域 

写真－２ 避難生活の長期化 

養していたが、転倒して寝たきりになった。 

・津波への恐怖心から家族が精神的に不安定となり、

海に近い自宅に戻ることを決めかねている。 

・1階が流出して柱のみとなったため、家に立ち入る

ことができず、子供が小さい時の映像等、2階に残

されていた思い出の品に手を付けられないまま、

自宅の解体とともに失ってしまった。 

 

４． 終わりに 

 実態調査は、調査内容が複雑で多岐にわたるため、

調査対象者の理解度に合わせて質問、説明すること

が可能となるよう、調査票を工夫して行った。 

大規模な災害では、統計等に表れない生活の不便

さが長期化している実態があり、このような実態を

事業評価等にどのように反映するかが課題である。 

最後に、今回の調査にご協力頂いた被災者の皆様

には、ご多忙のところ対応頂き深く感謝申し上げま

す。 
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